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地方共済事務局



運用収益 ＋４百万円 ※総合収益額

（＋４百万円 ※実現収益額（簿価））

令和７年度 運用実績（概要）

運用資産残高 ２３億円

運用利回り ＋０．２３％ ※時間加重収益率
（＋０．２３％ ※実現収益率（簿価））

※ 情報公開の観点から、四半期ごとに運用状況の公表を行っています。年金積立金は長期的な運用を行うものであり、その運用状況も
長期的に判断することが必要です。

総合収益額は、各期末時点での時価に基づく評価であるため、評価損益を含んでおり、市場の動向によって変動するもので
あることに留意が必要です。
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地方共済事務局



① 基本ポートフォリオ

平成２７年１０月に策定した基本ポートフォリオは国内債券１００％としています。
ただし、「給付等への対応のため、短期資産を保有することができる。」としています。

② 運用資産額・構成割合

積立金全体の運用資産額及び構成割合等は以下のとおりです。

6

（単位：億円、％）

令和７年度末

構成割合資産額

100.023国内債券

100.023うち短期資産

（１） 資産構成割合

【第１部】 令和７年度の運用状況

１ 資産の状況

地方共済事務局
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（２） 運用実績

① 運用利回り

令和７年度の時間加重収益率は、＋０．２３％となりました。なお、実現収益率は、＋０．２３％です。

地方共済事務局
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※折れ線グラフは累積、棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

（単位：％）

令和７年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

0.230.040.01 0.09 0.05 実現収益率

（注１） 各四半期および「年度計」の収益率は期間率です。

（注２） 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

令和７年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

0.230.040.01 0.09 0.05 時間加重収益率

0.230.040.01 0.09 0.05 国内債券

0.230.040.01 0.09 0.05 うち短期資産

(単位：％)

（単位：％）

令和７年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

0.230.040.01 0.09 0.05 修正総合収益率
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【参考】令和６年度運用利回り

令和６年度の修正総合収益率は、＋０．１１％となりました。なお、実現収益率は、＋０．１１％です。

地方共済事務局

※折れ線グラフは累積、棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

(単位：％)

令和６年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

0.110.050.02 0.02 0.02 修正総合収益率

0.110.050.02 0.02 0.02 国内債券

0.110.050.02 0.02 0.02 うち短期資産

（単位：％）

令和６年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

0.110.050.02 0.02 0.02 実現収益率

（注１） 各四半期および「年度計」の収益率は期間率です。

（注２） 修正総合収益率は、実現収益率に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

（注３） 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

0.02% 0.02%

0.05%

0.02%

0.04%

0.06%

0.11%

0.00%

0.05%

0.10%

0.15%

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期



9

② 運用収入の額

令和７年度の総合収益額は、＋４百万円となりました。なお、実現収益額は＋４百万円です。
資産別の総合収益額については、国内債券のうち短期資産が+４百万円となりました。

地方共済事務局

（単位：百万円）

令和７年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

41021実現収益額

（注１） 総合収益額は、実現収益額に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

（注２） 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

令和７年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

41021総合収益額

41021国内債券

41021うち短期資産

（単位：百万円）
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【参考】令和６年度運用収入の額

令和６年度の総合収益額は、＋２百万円となりました。なお、実現収益額は＋２百万円です。
資産別の総合収益額については、国内債券のうち短期資産が+２百万円となりました。

地方共済事務局

（単位：百万円）

令和６年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

21001総合収益額

21001国内債券

21001うち短期資産

（単位：百万円）

令和６年度

年度計第４四半期第３四半期第２四半期第１四半期

21001実現収益額

（注１） 総合収益額は、実現収益額に時価評価による評価損益の増減を加味したものです。

（注２） 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。
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③ 資産額

資産ごとの簿価、時価総額及び評価損益は以下のとおりです。

地方共済事務局

（単位：億円）

令和７年度

年度末第３四半期末第２四半期末第１四半期末

評価
損益

時価簿価
評価
損益

時価簿価
評価
損益

時価簿価
評価
損益

時価簿価

02323012120171702828国内債券

02323012120171702828うち短期資産

※  各四半期末において積立金が計上されていますが、年度内（四半期の期中）において積立金を給付等に充てたうえで資金が不足する場合があり、地方公務員
共済組合連合会から交付金を受けています。積立金については、給付等に対応するため、全額を短期資産とすることとされています。
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【参考】令和６年度資産額

資産ごとの簿価、時価総額及び評価損益は以下のとおりです。

地方共済事務局

※  各四半期末において積立金が計上されていますが、年度内（四半期の期中）において積立金を給付等に充てたうえで資金が不足する場合があり、地方公務員
共済組合連合会から交付金を受けています。積立金については、給付等に対応するため、全額を短期資産とすることとされています。

（単位：億円）

令和６年度

年度末第３四半期末第２四半期末第１四半期末

評価
損益

時価簿価
評価
損益

時価簿価
評価
損益

時価簿価
評価
損益

時価簿価

020200770191902626国内債券

020200770191902626うち短期資産
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地方共済事務局

④ 運用手数料

当組合は委託運用を行っていないため、運用手数料の支払いはありません。
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（３） リスク管理

地方共済事務局

① リスク管理

現在は短期資産のみであり、国内債券の委託運用を行っていないため、トラッキングエラーに基づくリスク管理は
行っておりません。

② 年金財政上求められる運用利回りとの比較

現在は短期資産のみであり、可能な範囲で収益を確保することを目標としているため、年金財政上求められる運用
利回りとの比較は行っておりません。

（４） 短期資産の資金管理

経過的長期給付組合積立金は、経過的長期経理の収支が厳しく、資金不足が見込まれることから、地方公務員共
済組合連合会から交付金（以下「連合会交付金」という。）を受けている状況にあり、資金運用に当たっては、年
金給付及び関係機関への各種拠出金（以下「年金給付等」という。）に必要な資金を不足なく確保することを最優
先とし、当面必要な資金を確保しつつ、可能な範囲での収益の確保を主要な取組みとしています。

そのため、資金は、年金給付等への対応として、流動性の確保が求められ、資産構成は全額短期資産としている
ことから、日常から短期資産についての適切な資金管理が必要です。

以上を前提として、地方共済事務局では総務部財務課における短期資産に係る資金管理フローに基づいて次のよ
うな資金管理を行いました。

①令和７年度におけるキャッシュフローの年間計画の立案及び連合会交付金の概算要求

②令和７年度における収入と支出の確認、年次及び月次でのキャッシュフローの検証
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地方共済事務局

その結果、経過的長期経理の決算は、収入総額618億円（連合会交付金605億円を含む）、支出総額609億円となり、
収支の差、約2億円を経過的長期給付組合積立金に積み立てることとしました。

経過的長期給付は閉鎖型年金であり、新たな保険料収入はないため、連合会交付金を受けながら年金給付を行わ
ざるを得ない収支構造にあります。

このため、年次と月次のキャッシュフローの検証を行い、年金給付（年６回）の毎支給期において、連合会交付
金を受けて、支出に必要な資金の充当を図りました。その結果、令和７年度の経過的長期経理は、年金受給者等へ
の支払いには特段の支障は生じませんでした。

地方共済事務局としては、引き続き、短期資産に係る資金管理フローによる収支の推計を精緻に行い、適切な額
の連合会交付金を受けることで、効率的な資金管理に努めて参ります。
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１ 積立金の運用に関する基本的な考え方

○ 基本的な方針として、運用は、新規の掛金収入が発生しないという閉鎖型年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に
留意しつつ、将来にわたる負債と積立金との関係を常に意識しながら、組合員の利益のため、給付等に対応するための
資産を適切に確保しつつ、経過的長期給付事業の運営の安定に資することを目的としています。

○ また、給付等に必要な現金を確保することが最優先であり、連合会交付金を受けるため全体の資産に占める短期資産
の割合が上昇していく中で、「管理運用方針」の運用目標とする運用利回りを確保すること等ができないことから、給
付等に対応するために、当面必要な資金を確保しつつ、可能な範囲で収益を確保することを目標としています。

経過的長期給付組合積立金の管理及び運用に係る基本的な方針（抜粋）

Ⅰ１ 基本的な方針
経過的長期給付組合積立金の運用は、新規の掛金収入が発生しないという閉鎖型年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に留意しつつ、

将来にわたる負債と積立金との関係を常に意識しながら、組合員の利益のため、給付等に対応するための資産を適切に確保しつつ、経過
的長期給付事業の運営の安定に資することを目的として行う。

なお、経過的長期給付組合積立金は、連合会交付金（被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律
及び地方公務員等共済組合法及び被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律
の施行に伴う地方公務員等共済組合法による長期給付等に関する経過措置に関する政令（平成２７年政令第３４７号。）第１４９条にお
いて準用する地方公務員等共済組合法施行令（昭和３７年政令第３５２号。）第２１条の２第２項の規定により連合会から交付される資
金をいう。以下同じ。）の交付を受けて年金給付等への対応を行っている。

このため、経過的長期給付組合積立金は、全額が年金給付に対応するための必要な資産（以下「給付対応資産」という。）となること
から、短期資産として自家運用を行う。

Ⅲ１ 運用の目標
経過的長期給付組合積立金の運用は、長期的な観点から定められた管理運用方針の運用目標とする運用利回りの確保並びに基本

ポートフォリオの資産構成割合及び許容乖離幅の範囲内で運用を行うことができない。
したがって、年金給付等に対応するために、必要な資金を確保しつつ、可能な範囲で収益を確保することを目標とする。

【第２部】 積立金の運用に関する基本的な考え方等について 地方共済事務局
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２ 基本ポートフォリオについて

地方共済事務局の積立金は、新規の掛金収入が発生しないことから、漸次減少しており、年金給付に対応するた
め、順次信託による委託運用資産から給付対応資産へ振り替えを行ってきたところであり、平成２９年１１月にお
いて、積立金は全額給付対応資産となりました。

※ 基本ポートフォリオは国内債券100%ですが、「給付等への対応のため、短期資産を保有することができる。」としています。

基本ポートフォリオ

国内債券

１００％資産構成割合

地方共済事務局
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地方共済事務局

３ リスク管理について

〇 リスク管理に関する基本的な考え方とリスク管理の方法

基本的な方針において、積立金の運用は、給付等に必要な現金等を確保することが最優先であるため、
当面必要な資金を確保しつつ、可能な範囲で収益を確保することを目標としています。

具体的には、年金給付等の送金等資金繰りを十分に勘案の上、短期的に運用が可能な資金について、
安全性及び流動性、運用可能期間並びに短期金利の動向を勘案し、有利な運用に努めているほか、取引
金融機関の選定基準等への適合状況の検証などを行っています。
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４ スチュワードシップ責任

地方共済事務局

（１） スチュワードシップ責任

当組合は株式を保有しておらず、将来も見込まれません。

（２） 株主議決権行使

当組合は株式を保有していないため、議決権行使は行っておりません。

（３） エンゲージメント

当組合は株式を保有していないため、エンゲージメントへの取組を行っておりません。

（１） 運用受託機関の選定

令和７年度において、新たに選定した運用受託機関はありませんでした。

（２） 運用受託機関・資産管理機関の管理・評価

当組合は、運用受託機関・資産管理機関との取引はありません。

５ 運用受託機関等の選定等
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６ ガバナンス体制

（１） 組織

当組合は、地方公務員等共済組合法に基づいて設立された法人で、地方共済事務局は、組合員である道府県
職員等に対し、短期給付及び長期給付の制度を適用し、併せて福祉事業を実施しています。
役員は、令和８年３月３１日現在、理事長、理事４名（うち非常勤３名）及び監事３名（うち非常勤２名）

の８名となっています。

（２） 運用体制

運用体制は、理事長、理事、事務局長、総務部長、総務部財務課（資金係）となっています。
なお、積立金の管理及び運用に係る重要事項について審議するため、「資産運用委員会」を設置しており、

積立金の管理及び運用のリスク管理等を行っています。
また、積立金の管理及び運用に係る専門的な事項については、経済、金融、資金運用等の学識経験又は実

務経験を有する者で構成する「年金資産運用検討委員会」を設置し、専門的な知見を活用しています。
そのほか、基本方針の策定及び変更、運用実績、リスク管理の状況等については、運営審議会※へ報告する

こととしています。

※ 運営審議会の委員の半数は、組合員を代表する者で組織されています。

地方共済事務局
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地方共済事務局の資産運用体制

(注)令和7年3月31日現在

地方共済事務局
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（３） 年金資産運用検討委員会

地方共済事務局

積立金の管理及び運用に係る重要事項について審議するため、「年金資産運用検討委員会」を設置していま
す。委員は、経済、金融、資金運用等の学識経験又は実務経験を有する者から構成されています。

年金資産運用検討委員会では、基本方針の策定及び変更、基本ポートフォリオの設定及び見直し、リスク管
理の実施方針、短期資産の資金管理等について審議することとしています。

また、積立金の運用状況、リスク管理の状況等については、同委員会に報告することとしています。
令和７年度においては、令和６年度運用実績及びリスク管理、令和７年度各四半期運用実績等の内容で４回

開催（書面開催を含む。）しています。

委員名簿（令和８年４月１日現在）

○ 川 北 英 隆（京都大学名誉教授）
○ 伊 藤 敬 介（早稲田大学大学院経営管理研究科教授）
○ 竹 原 均 （早稲田大学大学院経営管理研究科教授）
○ 野 村 亜紀子（株式会社 野村資本市場研究所主席研究員）
○ 三 和 裕美子（明治大学商学部専任教授）



７ 令和７年度現在の訴訟状況の概要

令和７年度の訴訟状況は以下のとおりです。

○ フォルクスワーゲンＡＧ及びポルシェＳＥ

当組合を委託者兼受益者とする信託財産が取得したフォルクスワーゲンＡＧの普通株式に関して、同社による

排ガス規制不正行為に関連する情報開示違反により損害を被りました。このため平成２８年８月２９日にフォル

クスワーゲンＡＧ、同年９月２日に同社の親会社であったポルシェ社ＳＥを被告とする集団訴訟に、当組合は受

益者として参加しています。

23

地方共済事務局
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地方共済事務局

（参考）運用受託機関の実績収益率・資産別ファンド数（委託運用分）

〇 運用受託機関の実績収益率

当組合は、運用受託機関との取引はありません。

〇 資産別ファンド数（委託運用分）

当組合は、委託運用を行っておりません。

第３部 資料編
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地方共済事務局

（参考）実質的な運用利回りの推移（被用者年金一元化以降）

給付等に必要な現金を確保することが最優先であり、全額が短期資産となっていることから、長期的な観点から
定められた「経過的長期給付調整積立金に関する管理運用の方針」の運用目標（将来にわたる負債と積立金の関係
に十分留意しつつ、必要となる積立金の運用利回りを最低限のリスクで確保するよう、基本ポートフォリオを定め、
これを適切に管理する。）については、達成できておりませんが、被用者年金一元化以降の実質的な運用利回りの
推移は、次のとおりです。

（注１） 運用実績の名目運用利回りは、運用手数料控除後のものです。

（注２） 平成27年度は、下半期（平成27年10月～平成28年３月）の期間率です。

（注３） 平成27年度における運用実績の名目賃金上昇率は、厚生労働省から提供された数値を２で除したものです。

（注４） 平均は、被用者年金一元化以降の収益率を年率換算したものです。

H27年度
（下半期）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 平均

名目運用利回り 2.15% 0.49% 0.17% 1.61% 0.21% 0.13% 0.15% 0.07% 0.05% 0.11% 0.23% 0.51%

名目賃金上昇率 0.25% 0.03% 0.41% 0.95% 0.70% ▲0.51% 1.26% 1.67% 1.84% 2.19% 2.75% 1.09%

実質的な運用利回り 1.90% 0.46% ▲0.24% 0.65% ▲0.49% 0.64% ▲1.10% ▲1.57% ▲1.76% ▲2.04% ▲2.45% ▲0.58%

実
績
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○ 基本ポートフォリオ
統計的な手法により定めた、最も適格と考えられる資産構成比（時価ベース）。

○ 経過的長期給付組合積立金
組合が旧職域部分の給付（経過的長期経理）のため管理運用する積立金。

〇 時間加重収益率
時間加重収益率は、時価に基づく運用収益に基づき、運用機関が自ら決めることができない運用元本の流出入の影響を排除

して求めた収益率です。ファンドの運用実績とベンチマーク収益率（市場平均収益率）とを比較することで、ファンドの運用能力
を評価することができます。

○ 実現収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。売買損益及び利息・配当金収入等の実現収益額を元本（簿価）平均残高で除した

元本（簿価）ベースの比率です。

○ 修正総合収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加え、時価に基づく収益を

把握し、それを元本平均残高に前期末未収収益と前期末評価損益を加えたもので除した時価ベースの比率です。算出
が比較的容易なことから、運用の効率性を表す時価ベースの資産価値の変化を把握する指標として用いられます。

（計算式） 修正総合収益率 =｛売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）
+評価損益増減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）｝ ／（元本平均残高 + 前期末未収収益
+前期末評価損益）

○ 総合収益額
実現収益額に加え資産の時価評価による評価損益を加味することにより、時価に基づく収益把握を行ったものです。

（計算式） 総合収益額 = 売買損益 + 利息・配当金収入 +未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）
+評価損益増減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）

地方共済事務局

資産運用に関する専門用語の解説 （５０音順）
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○ トラッキング・エラー
ベンチマークに対する超過収益率のバラつき度合いを表すリスク指標です。
「アクティブ・リスク」ともいいます。
将来のトラッキングエラーの推測をしたものを「推定トラッキング・エラー」といい、推定値ではなく実績値を用いて計算

したものを「実績トラッキング・エラー」といいます。特に、パッシブ運用については、トラッキング・エラーを最小化するよ
うに運用されます。

経過的長期給付組合積立金の運用状況については、この運用報告書を含め、地方職員共済組合のインターネット・
ホームページ（https://www.chikyosai.or.jp/)に掲載していますので、ご参照ください。

地方共済事務局



団 体 共 済 部



運用収益 ２０３億５１百万円※総合収益額（時価）

（＋９３億２１百万円 ※実現収益額（簿価））

令和７年度 運用実績（概要）

運用資産残高 １，４１０億円※時価

運用利回り １６．７０％※時間加重収益率（時価）

（＋９．４４％ ※実現収益率（簿価））

団体共済部
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※ 情報公開の観点から、四半期ごとに運用状況の公表を行うものです。年金積立金は長期的な運用を行うものであり、その運
用状況も長期的に判断することが必要です。

総合収益額は、各期末時点での時価に基づく評価であるため、評価損益を含んでおり、市場の動向によって変動するもので
あることに留意が必要です。

（注１）時間加重収益率は、運用手数料控除前のものです。
（注２）実現収益率、総合収益額及び実現収益額は、運用手数料控除後のものです。



① 基本ポートフォリオ
基本ポートフォリオは以下のとおりです。

30

（１）資産構成割合

② 運用資産額・構成割合
年金積立金全体の資産ごとの運用資産額及び構成割合は以下のとおりです。

外国株式外国債券国内株式国内債券

２５％２５％２５％２５％資産構成割合

±９％±７％±９％±９％許容乖離幅

【第１部】 令和７年度の運用状況

１ 資産の状況

団体共済部

＊ 「短期資産は国内債券に区分する」こととしています。

(単位：億円、％）

資産額 構成割合

357 25.3

うち短期資産 7 0.5

346 24.5

358 25.4

350 24.8

1,410 100.0

(注) 上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と
必ずしも一致しません。

外国株式

合計

令和７年度末

国内株式

外国債券

国内債券
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（２）運用実績

① 運用利回り 令和７年度の時間加重収益率は、＋１６．７０％となりました。
また、実現収益率は、＋９．４４％です。

団体共済部

※年度の収益率（期間率）

※折れ線グラフは累積、棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

（注１）地方公務員共済組合連合会への預託による運用を行っている。ファンド数は上記４つの
資産区分ごとにそれぞれ１つ（計４つ）であり、すべてパッシブ運用により運用している。

（注２）各四半期及び「年度計」の収益率は期間率です。
（注３）時間加重収益率は、運用手数料控除前のものです。
（注４）修正総合収益率及び実現収益率は、運用手数料控除後のものです。

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

1.24 2.59 2.95 2.62 9.44実現収益率

令和７年度

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

4.15 5.63 5.75 0.18 16.23修正総合収益率

令和７年度

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

4.17 5.68 5.82 0.18 16.70

▲0.13 ▲1.35 ▲2.06 ▲1.60 ▲5.05

うち短期資産 0.13 0.17 0.14 0.19 0.63

7.52 11.06 8.80 3.57 34.56

1.48 2.94 6.96 0.34 12.11

7.83 10.09 9.64 ▲1.92 27.66

令和７年度

時間加重収益率

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式
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団体共済部

【参考】 令和６年度 経過的長期給付組合積立金の運用利回り

※年度の収益率（期間率）

※折れ線グラフは累積、棒グラフは各四半期の収益率（期間率）

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

3.57 ▲3.55 4.21 ▲3.41 0.59

▲2.32 1.31 ▲1.24 ▲2.31 ▲4.51

うち短期資産 0.04 0.04 0.07 0.10 0.23

1.65 ▲4.90 5.39 ▲3.38 ▲1.51

5.40 ▲5.46 3.98 ▲1.96 1.55

9.71 ▲5.09 9.04 ▲5.96 7.18

令和６年度

修正総合収益率

国内債券

国内株式

外国債券

外国株式

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

2.30 0.85 1.78 1.47 6.39実現収益率

令和６年度

（注１）地方公務員共済組合への預託による運用を行っている。ファンド数は上記４つの
資産区分ごとにそれぞれ１つ（計４つ）であり、すべてパッシブ運用している。

（注２）各四半期及び「年度計」の収益率は期間率です。
（注３）収益率は、運用手数料控除後のものです。
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② 運用収入の額 令和７年度の総合収益額は、＋２０４億円となりました。
また、実現収益額は、＋９３億円です。

（注１）収益額は、運用手数料控除後のものです。
（注２）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

団体共済部

※年度の収益額

※折れ線グラフは累積、棒グラフは各四半期の収益額

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

5,090 7,216 7,789 257 20,351

▲43 ▲433 ▲723 ▲566 ▲1,765

うち短期資産 2 1 2 2 6

2,283 3,516 2,969 1,401 10,169

439 912 2,272 109 3,733

2,411 3,220 3,270 ▲687 8,214外国株式

国内債券

国内株式

外国債券

令和７年度

総合収益額

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

1,189 2,518 2,941 2,672 9,321

令和７年度

実現収益額
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団体共済部

【参考】 令和６年度 経過的長期給付組合積立金の運用収入の額

（注１）収益額は、運用手数料控除後のものです。
（注２）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。

※年度の収益額

※折れ線グラフは累積、棒グラフは各四半期の収益額

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

2,138 796 1,681 1,409 6,023

令和６年度

実現収益額

（単位：百万円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

4,452 ▲4,554 5,221 ▲4,378 741

▲738 417 ▲402 ▲744 ▲1,466

うち短期資産 0 0 1 1 3

518 ▲1,569 1,657 ▲1,086 ▲480

1,643 ▲1,752 1,209 ▲621 479

3,029 ▲1,651 2,757 ▲1,926 2,209外国株式

国内債券

国内株式

外国債券

令和６年度

総合収益額
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③ 資産額
資産ごとの簿価、時価総額及び評価損益は以下のとおりです。

団体共済部

（注１）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。
（注２）各ファンドで保有する短期資産は、原則として該当する資産区分に計上しています。

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

351 320 ▲31 368 332 ▲36 390 347 ▲43 407 357 ▲50

うち短期資産 11 11 0 7 7 0 11 11 0 7 7 0

189 322 133 182 341 159 182 359 177 175 346 171

298 310 12 310 327 17 314 350 35 330 358 28

127 322 195 125 342 217 121 357 236 123 350 227

965 1,274 309 984 1,342 358 1,007 1,412 405 1,034 1,410 376

国内株式

外国債券

外国株式

合計

令和７年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

国内債券

④ 超過収益率

令和７年度（令和７年４月～令和８年３月） （単位：％）

16.70 ▲5.05 34.56 12.11 27.66

16.68 ▲5.37 34.65 12.16 27.91

0.02 0.32 ▲0.09 ▲0.05 ▲0.24

時間加重収益率

ベンチマーク収益率

超過収益率

資産全体 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 （注１）時間加重収益率は、運用手数料控除前のものです。
（注２）資産全体のベンチマーク収益率は、各資産のベンチマーク収益率

を基本ポートフォリオの構成比で加重平均して算出したものです。
（注３）「超過収益率」がマイナスとなっているのは、以下の影響などに

よるものです。
・年金給付を行うために年度中に資産（株式及び債券）の一部を
解約したことやリバランスを行うために資産を追加・解約した
ことにより、ベンチマークに追随できなかった部分があったこ
と。

・「外国株式」の時間加重収益率は配当金に係る各国への税金の
支払いも含めて計算されていること。



36

団体共済部

（注１）上記数値は四捨五入のため、各数値の合算は合計値と必ずしも一致しません。
（注２）各ファンドで保有する短期資産は、原則として該当する資産区分に計上しています。

【参考】令和６年度 資産額

資産ごとの簿価、時価総額及び評価損益は以下のとおりです。

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

343 320 ▲23 340 320 ▲19 344 320 ▲24 346 314 ▲32

うち短期資産 13 13 0 9 9 0 11 11 0 7 7 0

185 320 135 185 304 119 191 321 130 192 304 112

286 319 34 289 302 13 293 314 21 301 310 9

124 324 200 126 307 182 122 323 201 126 303 176

938 1,283 345 940 1,234 294 951 1,278 327 965 1,231 266

国内株式

外国債券

外国株式

合計

令和６年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

国内債券
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令和7年度 市場環境①（国内債券） 団体共済部

【提供】地方公務員共済組合連合会

【10年国債利回り】

①国内債券市場
１０年国債利回りは、４月初めに米国政府が公表した関税政策が事前の市場予想を上回る厳しい内容となったことを受けて、

景気の後退懸念が強まり、利回りは一時１．１２％まで低下しました。その後、米国と主要国間の通商交渉が進展し、景気の先
行きへの警戒が和らいだことを受けて、利回りは１．５０％程度まで急上昇しました。秋以降は、政府が積極的な財政拡大政策を
掲げる中、国債増発が警戒されたことや、１２月には日本銀行が０．２５％の政策金利の引き上げを実施したことから、１０年国債
利回りは２％超まで上昇しました。越年後、衆議院選挙を巡り財政拡張への警戒が一段と強まり、利回りは一時２．３６％まで上
昇しました。衆議院選挙後はやや落ち着きもみられましたが、２月末に米・イスラエルがイランを攻撃し、原油価格が急騰すると、
インフレ懸念が強まり長期金利は再び上昇基調となりました。需給面の警戒が強まった１０年超の超長期ゾーンの利回り上昇が
他の年限と比べ相対的に大きなものとなりました。

１０年国債利回りは、前年度末の１．４９％から、今年度末は２．３５％へ上昇（債券価格は下落）しました。

R7年度：＋0.86ポイント



【東証株価指数（TOPIX配当なし）】

R7年度：＋31.6％
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令和7年度 市場環境②（国内株式） 団体共済部

【提供】地方公務員共済組合連合会

【日経平均株価】

②国内株式市場
国内株式については、４月初めに米国政府が公表した関税政策を受けて、景気後退懸念が強まり、一時大幅に下落しました

が、その後米国と主要国間の通商交渉が進展する中で、景気の先行きへの過度の警戒が後退し、株式市場は上昇基調を辿り
ました。７月には日米の関税交渉が妥結し、また米国を中心とした旺盛なＡＩ関連投資から業績改善期待も膨らみ、株価は堅調
に推移しました。秋以降は、政府の積極的な財政支出への期待感から株価は一段と強含みとなり、２月上旬の衆議院選挙で与
党が大勝すると日経平均株価は一時５９,０００円台に乗せました。しかし２月末に米・イスラエルがイランを攻撃したことを受けて
原油価格が急騰すると、市場では企業業績の先行き不透明感やインフレ懸念が強まり、年度末にかけて株価は大幅に下落しま
した。

東証株価指数（ＴＯＰＩＸ配当なし）は、前年度末の２，６５８．７３ポイントから、今年度末は３，４９７．８６ポイントへ上昇しました。

R7年度：＋43.4％
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令和7年度 市場環境③（外国債券） 団体共済部

【提供】地方公務員共済組合連合会

【米国10年国債利回り】 【ドイツ10年国債利回り】

③外国債券市場
米国１０年国債利回りは、米国政府による関税政策公表直後は、景気後退懸念から、一時３．８６％まで低下しました。その

後は米ドルの信認低下に伴う米国外へのドル資金の流出懸念や、２０２５年末が期限となる所得税減税の恒久化などを織り込
む予算案により財政悪化が意識されたことなどから、４．６％台まで上昇しました。その後もインフレ率の高止まりを警戒してＦＲ
Ｂ（米連邦準備制度理事会）の利下げが遅れるとの見方から、利回りは下げ渋りましたが、夏場に労働市場の悪化が鮮明になる
と、ＦＲＢの利下げ観測が強まり、長期金利は低下しました。９月以降、ＦＲＢは３会合連続で利下げを実施したものの、１２月の
政策決定後、パウエルＦＲＢ議長が先行きの利下げに慎重な姿勢を示すと利回りは小幅に上昇しました。越年後、雇用指標の悪
化や地政学リスクの高まりなどから一時４％近辺まで利回りは低下しましたが、２月末に米・イスラエルがイランを攻撃し原油価
格が急騰すると、インフレ懸念から長期金利は再び上昇しました。

ドイツ１０年国債利回りについては、米国政府の関税政策による景気減速懸念や、ＥＣＢ（欧州中央銀行）が政策金利引き下げ
を実施したことから、一時２．５％割れまで低下しました。その後、防衛費増大に伴う国債増発懸念や、欧州と米国の関税合意の
進展により先行きの景気の不透明感が払拭されたことから、長期金利は緩やかに上昇しました。２月末以降の中東情勢の悪化
からインフレ懸念が強まると、ＥＣＢの利上げ観測もあり３％台に上昇しました。

米国１０年国債利回りは、前年度末の４．２１％から、今年度末は４．３２％へ上昇、ドイツ１０年国債利回りは、前年度末の２．７
４％から、今年度末は３．００％へ上昇（債券価格は下落）しました。

R7年度：＋0.11ポイント
R7年度：＋0.26ポイント
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令和7年度 市場環境④（外国株式） 団体共済部

【提供】地方公務員共済組合連合会

④外国株式市場
米国株式については、４月初めの米国政府による関税政策公表後、景気後退懸念から一時大幅に下落しました。その後、米国と主要

国間の通商交渉が進展し、世界景気の先行きへの警戒が和らぐ中、株式市場は上昇基調に転じました。旺盛なＡＩ投資を背景にハイテク
関連の好業績が株価上昇をサポートし、夏場にはＦＲＢによる利下げ観測が強まり一段高となりました。その後も、堅調な企業業績と底堅
い景気動向を背景に上昇基調となりましたが、大手ハイテク企業の過剰投資や、ＡＩ普及によるソフトウェア関連銘柄の成長性への懸念、
地政学リスクへの警戒などから次第に上値が重くなりました。２月末に米・イスラエルがイランを攻撃したことを受け、原油価格の高騰によ
る景気減速やインフレ再燃への懸念が強まると、ＮＹダウは年度末にかけて下落基調となりました。

ドイツ株式については、米国政府による関税政策公表直後に大きく下落しましたが、その後の交渉進展や、ＥＣＢによる金融緩和などを
支えに反発しました。ドイツ政府による防衛支出増大から防衛セクターが堅調となるなど、ドイツＤＡＸ株価指数は、１月に２５，０００ポイント
を超えて史上最高値を更新しましたが、年度末にかけては中東情勢の悪化を受けて下落しました。

イギリス株式については、金価格が史上最高値を更新する中で資源株が上昇したことや、高金利環境の中で銀行株が好調だったことか
ら、イギリスＦＴＳＥ１００株価指数は２月末にかけて、１０,９００ポイント近辺まで上昇しましたが、年度末にかけては中東情勢の悪化を受け
て下落しました。

ニューヨーク・ダウ平均株価指数は、前年度末の４２，００１．７６ドルから、今年度末は ４６，３４１．５１ドルへ、ドイツＤＡＸ株価指数は、前
年度末の２２，１６３．４９ポイントから、今年度末は２２，６８０．０４ポイントへ、イギリスＦＴＳＥ１００株価指数は、前年度末の８，５８２．８１ポ
イントから、今年度末は１０，１７６．４５ポイントへと、いずれも上昇しました。

【米国株式（NYダウ）】 【米国株式（ナスダック総合）】

【ドイツ株式（DAX）】 【イギリス株式（FTSE100）】

R7年度：＋10.3％ R7年度：＋24.8％

R7年度：＋2.3％ R7年度：＋18.6％
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令和7年度 市場環境⑤（外国為替） 団体共済部

【提供】地方公務員共済組合連合会

⑤外国為替市場
ドル円については、米国政府の関税政策公表を受けて、世界景気の後退懸念が強まったことや、米ドルの信認低下に伴うド

ル離れへの警戒などから当初ドル売りが優勢となり、１４０円近辺まで円高・ドル安が進行しました。その後、日本銀行が関税政
策の影響を警戒して追加利上げに慎重な姿勢をみせたことや、日本からの実需に基づく資金フローなどを支えに、円安・ドル高
が進行しました。１０月以降は、日本政府の財政拡張策への警戒や日米の金融政策に対する思惑などから１５０円を超えて円
安が加速しました。1月下旬にドル円が１６０円近辺に達した段階で、日米通貨当局がドル高への牽制姿勢を見せたことをきっか
けに一時大きく円高が進んだものの長続きせず、２月末に米・イスラエルがイランを攻撃すると、有事のドル買いが進み、年度末
は１６０円近辺で推移しました。

ユーロ円については、米国政府の関税政策公表直後は、ユーロが対ドルで高くなったものの、対円ではほぼ横ばいの動きとな
りました。５月、６月にＥＣＢが各０．２５％の利下げを実施した後、利下げの打ち止め姿勢を示した一方で、日本銀行は関税政策
の影響を警戒し、追加利上げに慎重姿勢を見せて、日欧の金利水準差が当面維持される見通しとなる中、ユーロ円は円安基調
で推移しました。ユーロ円は１月に一時１８６円台をつけユーロ導入以来の円安・ユーロ高水準を更新しました。

ドル円は、前年度末の１４９．５４円から、今年度末は１５９．０９円へ円安・ドル高となり、ユーロ円は、前年度末の１６１．５３円
から、今年度末は１８３．３０円へ円安・ユーロ高となりました。

【為替（ドル円）】 【為替（ユーロ円）】

R7年度：＋6.4％ R7年度：＋13.5％
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【第２部】 積立金の運用に関する基本的な考え方等について 団体共済部

１ 積立金の運用に関する基本的な考え方

○ 経過的長期給付組合積立金（以下「積立金」という。）の運用は、新規の掛金収入が発生しないという閉鎖型
年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に留意しつつ、将来にわたる負債と積立金との関係を常に意識しながら
、団体組合員の利益のため、給付等に対応するための資産を適切に確保しつつ、事業運営の安定に資することを
目的としています。

このため、リスク・リターン等の特性が異なる複数の資産に適切に分散して投資すること（以下「分散投資」
という。）を基本として、基本ポートフォリオを策定し、給付対応資産については、短期資産として自家運用を
行い、給付対応資産を除いた余裕金については、地方公務員共済組合連合会（以下「連合会」という。）への預
託による運用を行うこととしています。

○ 積立金の運用については、閉塞型年金という特性を有するため、将来にわたる負債と積立金の関係に十分留意
しつつ、必要となる積立金の実質的な運用利回り１．９％を最低限のリスクで確保するよう、基本ポートフォリ
オを定め、適切に管理します。

また、長期的に資産全体の複合ベンチマーク収益率を確保するとともに、各年度における資産全体の複合ベン
チマーク収益率及び各資産のベンチマーク収益率を確保するよう努めています。

経過的長期給付組合積立金の管理及び運用の基本的な方針（抜粋）

Ⅰ１ 基本的な方針
経過的長期給付組合積立金の運用は、新規の掛金収入が発生しないという閉鎖型年金の特性を踏まえ、下振れリスクに特に留意しつつ、

将来にわたる負債と積立金との関係を常に意識しながら、団体組合員の利益のため、給付等に対応するための資産を適切に確保しつつ、経
過的長期給付事業の運営の安定に資することを目的として行う。
このため、リスク・リターン等の特性が異なる複数の資産に適切に分散して投資すること（以下「分散投資」という。）を基本として、

基本ポートフォリオを策定し、経過的長期給付組合積立金の管理及び運用を行う。
なお、給付対応資産については、短期資産として自家運用するものとし、給付対応資産を除いた余裕金については、連合会への預託によ

り、運用する。

Ⅲ１ 運用の目標

閉鎖型年金という特性を有する経過的長期給付組合積立金の運用は、将来にわたる負債と積立金の関係に十分留意しつつ、必要となる積
立金の実質的な運用利回り（積立金の運用利回りから名目賃金上昇率を差し引いたものをいう。）１.９％を最低限のリスクで確保するよ
う、基本ポートフォリオを定め、これを適切に管理する。
その際、市場の価格形成や民間の投資行動等を歪めないよう配慮する。
また、長期的に資産全体の複合ベンチマーク収益率（各資産のベンチマーク収益率を基本ポートフォリオの各資産の構成割合で加重平均

して算出したものをいう。以下同じ。）を確保するとともに、各年度における資産全体の複合ベンチマーク収益率及び各資産のベンチマー
ク収益率を確保するよう努める。
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２ 基本ポートフォリオについて

給付等に対応するための資産を「給付対応資産」として位置付け、短期資産により運用し、給付動向に応じた資
産管理を行うこととしており、給付対応資産を除いた余裕金については、連合会への預託による運用を前提として
おります。

基本ポートフォリオを構成する資産区分は、国内債券、国内株式、外国債券及び外国株式とし、基本ポートフォ
リオの資産構成割合及び許容乖離幅は次のとおり定めています。

外国株式外国債券国内株式国内債券

２５％２５％２５％２５％資産構成割合

±９％±７％±９％±９％許容乖離幅

団体共済部

基本ポートフォリオ

＊ 「短期資産は国内債券に区分する」こととしています。
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３ リスク管理について

① リスク管理に関する基本的な考え方
積立金の運用は、基本的な方針に定める基本ポートフォリオに基づき、安全かつ効率的に行います。
また、連合会への預託金については、連合会からの報告に基づき、資産全体および各資産の状況を確認する

こととし、自家運用については、運用状況及びリスク負担の状況を確認するなど、適切に管理を行うこととし
ています。

② リスク管理の方法
積立金の運用におけるリスク管理は、預託金の状況と合わせて、積立金の資産構成割合と基本ポートフォリ

オとの乖離状況等を少なくとも毎月１回把握し、問題がある場合は適切に対応することとしています。

③ リスク管理の取組み
連合会から毎月提出される各月末の運用状況、リスク管理状況の関係資料及び四半期毎に預託金の運用受託

機関から提出される報告書をもとに、市場リスク、信用リスク及び流動性リスク等のモニタリングを行うとと
もに、資産構成割合の乖離状況を確認しました。

団体共済部
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４ ガバナンス体制

（１）組織
団体共済部は、組合員である地方団体関係団体職員等に対し、長期給付の制度を適用し、併せて福祉事

業を実施しています。
役員は、令和８年３月３１日現在、理事長、理事４名（うち非常勤３名）及び監事２名（うち非常勤１

名）の７名となっています。

（２）運用体制
運用体制は、理事長、理事、団体共済部長、総務課（総務係）となっています。
給付対応資産を短期資産により自家運用し、給付対応資産を除いた余裕金については、連合会への預託

による運用を行っております。
そのほか、基本方針の策定及び変更、運用実績、リスク管理の状況等については、運営評議員会※へ報

告することとしています。

※ 運営評議員会の委員は、組合員を代表する者で組織されています。

（３）地方職員共済組合地方共済事務局との積立金の管理及び運用に関する協定
積立金の管理及び運用に関する事務のうち、次の定める事務を地方共済事務局に委託しています。

① 積立金の管理及び運用に係る基本的な方針等に関する事務
・基本方針の変更に係る助言・提案等
・各運用に関するリスク管理の実施方針の変更に係る助言・提案等

② 運用報告書に関する事務
・運用報告の作成に係る助言・提案等

③ その他積立金の管理及び運用に関し必要な事務

団体共済部
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（４）年金資産運用検討委員会

団体共済部

積立金の管理及び運用に係る重要事項について審議するため、「年金資産運用検討委員会」を設置しています。委員は、
経済、金融、資金運用等の学識経験又は実務経験を有する者から構成されています。

年金資産運用検討委員会では、基本方針の策定及び変更、基本ポートフォリオの設定及び見直し、リスク管理の実施方
針、短期資産の資金管理等について審議することとしています。
また、積立金の運用状況、リスク管理の状況等については、同委員会に報告することとしています。
令和７年度においては、令和６年度運用実績及びリスク管理、令和７年度各四半期運用実績等の内容で４回開催（書面

開催を含む。）しています。

委員名簿（令和８年４月１日現在）

○ 川 北 英 隆（京都大学名誉教授）
○ 伊 藤 敬 介（早稲田大学大学院経営管理研究科教授）
○ 竹 原 均 （早稲田大学大学院経営管理研究科教授）
○ 野 村 亜紀子（株式会社 野村資本市場研究所主席研究員）
○ 三 和 裕美子（明治大学商学部専任教授）
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第３部 資料編 団体共済部

団体共済部では、「経過的長期給付積立金の管理及び運用の基本的な方針」において、運用の目標として、「経
過的長期給付組合積立金の運用は、将来にわたる負債と積立金の関係に十分留意しつつ、必要となる積立金の実質
的な運用利回り（積立金の運用利回りから名目賃金上昇率を差し引いたものをいう。）１.９％を最低限のリスク
で確保するよう、基本ポートフォリオを定め、これを適切に管理する。」と定めています。

（参考）実質的な運用利回りの推移（被用者年金一元化以降）

（注１）名目運用利回りは、修正総合収益率（運用手数料控除後）のものです。
（注２）平成27年度は、下半期（平成27年10月～平成28年３月）の期間率です。
（注３）平成27年度の名目賃金上昇率は、厚生労働省から提供された数値を２で除したものです。
（注４）平均は、被用者年金一元化以降の収益率を年率換算したものです。

H27年度
（下半期）

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 平均

名目運用利回り 0.57% 4.04% 6.39% 1.60% ▲4.87% 23.63% 5.38% 1.31% 21.95% 0.59% 16.23% 6.95%

名目賃金上昇率 0.25% 0.03% 0.41% 0.95% 0.70% ▲0.51% 1.26% 1.67% 1.84% 2.19% 2.75% 1.09%

実質的な運用利回り 0.32% 4.01% 5.96% 0.64% ▲5.53% 24.26% 4.07% ▲0.35% 19.75% ▲1.57% 13.12% 5.79%

実
績
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団体共済部

資産運用に関する専門用語の解説（５０音順）①

○ 基本ポートフォリオ
統計的な手法により定めた、最も適格と考えられる資産構成比（時価ベース）。

○ 経過的長期給付組合積立金
組合が旧職域部分の給付（経過的長期経理）のため管理運用する積立金。

〇 時間加重収益率
時間加重収益率は、時価に基づく運用収益に基づき、運用機関が自ら決めることができない運用元本の流出入の影響を排除

して求めた収益率です。ファンドの運用実績とベンチマーク収益率（市場平均収益率）とを比較することで、ファンドの運用能力
を評価することができます。

○ 実現収益額
売買損益及び利息・配当金収入等です。

○ 実現収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。売買損益及び利息・配当金収入等の実現収益額を元本（簿価）平均残高で除し

た元本（簿価）ベースの比率です。

○ 修正総合収益率
運用成果を測定する尺度の１つです。実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加え、時価に基づく収益を

把握し、それを元本平均残高に前期末未収収益と前期末評価損益を加えたもので除した時価ベースの比率です。算出が
比較的容易なことから、運用の効率性を表す時価ベースの資産価値の変化を把握する指標として用いられます。
（計算式）修正総合収益率 = ｛売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）

+ 評価損益増減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）｝ ／（元本（簿価）平均残高
+ 前期末未収収益 + 前期末評価損益）

○ 総合収益額
実現収益額に加え資産の時価評価による評価損益を加味することにより、時価に基づく収益把握を行ったものです。

（計算式）総合収益額 = 売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 – 前期末未収収益）
+ 評価損益増減（当期末評価損益 – 前期末評価損益）
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○ ベンチマーク
運用成果を評価する際に、相対比較の対象となる基準指標のことをいい、市場の動きを代表する指標を使用しています。

団体共済部で採用している各運用資産のベンチマークは以下のとおりです。
１ 国内債券

・ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合
野村證券株式会社が作成・公表している国内債券のベンチマークです。
※ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合は、その著作権、商標権、知的財産権その他一切の権利は、野村證券株式会社に帰属します。
株式会社野村総合研究所及び野村證券株式会社は、その内容について、信憑性、正確性、完全性、最新性、網羅性、適時性を含む一切の保証を行いません。
また、株式会社野村総合研究所及び野村證券株式会社は、当該指数に関連して資産運用または投資判断をした結果生じた損害等、当該指数の利用に起因する
損害及び一切の問題について、何らの責任も負いません。

２ 国内株式
・ＴＯＰＩＸ（配当込み）
東京証券取引所が作成・公表している国内株式のベンチマークです。
※TOPIX配当指数の指数値の標章は、東京証券取引所の知的財産であり、この指数の算出、指数値の公表、利用など株価指数に関するすべての権利及びTOPIX

配当指数等の標章に関するすべての権利は東京証券取引所が有します。

３ 外国債券
・ＦＴＳＥ世界国債インデックス（除く日本、中国、ヘッジなし・円ベース）
FTSE Fixed Income LLCが作成・公表している外国債券のベンチマークです。

※このインデックスのデータは、情報提供のみを目的としておりFTSE Fixed Income LLCは、当該データの正確性および完全性を保証せず、またデータの誤謬
、脱漏または遅延につき何ら責任を負いません。このインデックスに対する著作権等の知的財産その他一切の権利はFTSE Fixed Income LLCに帰属します。

４ 外国株式
・ＭＳＣＩ ＡＣＷＩ（除く日本、円ベース、配当込み、税考慮前）
ＭＳＣＩ Ｉｎｃが作成・公表している日本を除く先進国及び新興国で構成された外国株式のベンチマークです。

○ ベンチマーク収益率
ベンチマークの騰落率、いわゆる市場平均収益率のことです。

資産運用に関する専門用語の解説（５０音順）②

団体共済部

経過的長期給付組合積立金の運用状況については、この運用報告書を含め、当組合のインターネット・ホームページ
（ https://dankyo.chikyosai.or.jp/）に掲載していますので、ご参照ください。


